


新たな観光振興基本計画の基本的な考え方 ～中間とりまとめ(案)～ 構成イメージ
長野県観光振興審議会

第１編 現状と課題

第１章 観光を取り巻く環境
(１)人口減少に伴う地域の衰退

・日本の総人口の長期的な減少が予想される中、地域活力の衰退が懸念

→ 交流人口の増加により地域を活性化できる観光への期待の高まり

(２)旅行形態の変化

・国内観光旅行は、景気の低迷などにより、回数、年間宿泊数ともに減少傾向。国内

宿泊旅行実施率も減少傾向にあり、旅行ゼロ階層の割合は 52.2％。また、20 代、30

代の旅行回数の落込みが顕著

→ 価値観やライフスタイルの多様化などを背景とする、体験や交流などを目的と

する旅行へのニーズに対応した取組、ＩＴを活用した情報提供の重要性の高まり

(３)外国人旅行者の増加

・成長を続ける中国をはじめとするアジア諸国からの外国人旅行者数は増加傾向

→ 国際競争力のある地域づくり、受入体制整備の重要性などの高まり

(４)高速交通網の整備

・北陸新幹線、高規格幹線道路をはじめとする高速交通網整備による観光振興の可能

性の広がり

→ 平成 26 年度末の北陸新幹線金沢延伸を見据えた観光振興策の重要性の高まり

(５)東日本大震災を契機とした変化

・震災を契機に、絆意識、豊かさに対する考え方など価値観が変化

・原子力発電所事故を契機として電力不足の長期化が懸念

→ 心の豊かさを実感できるライフスタイルの提供などの重要性の高まり

第２編 長野県観光がめざす姿（※新たな総合５か年計画の 20 年後のめざす姿と整合を図りつつ検討）

第２章 長野県観光の現状
(１)近年の観光の動向

・経済の停滞、日帰り圏化、スキー客の減少などを要因として、長野県の観光旅行者

数、観光消費額は長期的に減少傾向

・震災の影響で減少した観光旅行者数は、おおむね回復

・外国人旅行者数は、震災の影響などにより大幅に減少。市場全体では回復傾向にあ

るものの、その状況は国や地域により二極化

(２)長野県観光の魅力と評価

・延宿泊者数が全国第５位となるなど、長野県は全国的にみて有数の観光県

・47 都道府県の魅力度ランキングにおいて長野県は第８位

・長野県の魅力として豊富な自然や温泉地の多さが高く評価。一方で、食や特産品な

ど満足度の低さから、観光旅行者の総合的満足度は全国平均をわずかに上回る水準

・観光旅行者の居住地は関東ブロックをはじめとする三大都市圏が８割を超え、年代

別では 50 歳代が過半数を占める。また、リピーター率が高水準

(３)観光産業の現状

・宿泊業、飲食業、運輸・交通業、小売業など幅広い分野を包含したすそ野の広い総

合産業である観光産業は、長野県の主要産業の一つ

・旅行消費は、観光に直接関係する産業のみならず、食料品産業、小売業、農林水産

業など、他産業にもその効果が波及

・宿泊施設数は全国１位となっているものの、宿泊施設の客室稼働率は全国で最も低

い水準であり、平成 23 年の旅館・ホテルの倒産件数は全国最多

第３章 長野県観光の課題

第３編 重点的に取り組む施策

・長野県観光のめざす姿の実現に向け、新たな観光ニーズに対応しながら重点的・横断的に取り組む方策を明らかにするプロジェクトを設定し、取り組む。

〔施策例〕◎観光地域づくり ◎他分野と連携したニューツーリズムの推進 ◎信州ブランドの磨き上げと発信による観光魅力の向上 ◎おもてなしの推進

◎外国人旅行者の誘致促進 ◎北陸新幹線延伸による効果の活用 ◎…

(１)新たな観光振興の必要性

・国内観光需要が減少する中で、観光振興は、①観光旅行者に滞在してもらう、②何度

も訪れてもらう、③外国からも訪れてもらう視点が必要

・｢地域の日常空間｣をありのまま楽しむ観光旅行者のニーズの変化に応える地域づくり

と一体になった観光地域づくりの推進が不可欠

・観光地域づくりのため、県民や幅広い事業者の観光に対する意識の改革が必要

(２)地域経済への寄与

・観光旅行者を｢施設顧客｣から｢地域顧客｣に転換することにより、リピーターや新規顧

客を獲得し、地域経済に寄与していく視点が必要

・スキー場や温泉旅館など観光事業者の振興を図ることも重要

(３)顧客満足度と利便性・快適性の向上

・県民一人ひとりが郷土の価値を再認識し、自らが信州での暮らしを楽しみながら、

心をこめたおもてなしで観光旅行者の満足度を向上させることが重要

・旅行先での情報提供など、観光旅行者の利便性、快適性を高める取組が必要

(４)新たな観光スタイルへの対応

・信州の自然や風土、健康長寿などの強みを活かし、他分野と連携しながら、新たな観

光資源、体験・交流プログラムの開発など、新たな観光ニーズに対応する視点が必要

(５)海外からの誘客の促進

・増加傾向にあるアジア諸国やオーストラリアなどからの外国人旅行者の誘致促進や新

たな市場の獲得に向け、思い切った施策展開、受入環境の整備が重要

(６)信州のブランド力の相対的低下

・地域間競争が激化する中で信州のブランド力が相対的に低下してきていると指摘され

ており、長野県の観光資源の価値を創出し統一的に発信する仕組みの構築が必要

 (７)人材育成と仕組みの構築

・観光地域づくりのため、中核となる人材の育成、地域全体の情報発信、商品の企画・

販売をワンストップで行う仕組みの構築などが不可欠

第５編 地域別の観光ビジョン

・広大な県土、異なる風土のもとで育まれた各地域の多彩な特性を踏まえた 10 地域別の

観光ビジョン、広域観光の観点での県内外との地域間連携

第６編 計画の推進のために

・多様な主体が適切な役割分担のもと、互いに協働し、施策を展開

・計画を実効性あるものとするため、計画の検証・評価を行う仕組みを検討

第４章 長野県観光の強み
(１)豊かな自然の恵みがもたらす観光資源
・豊かな自然に恵まれ、山岳、高原、渓谷などの景勝地が豊富
・北アルプスに代表される雄大な山岳景観を活かした国際的知名度の高い観光地が存在
・豊富な湯量の温泉、良質な雪質のスキー場が多く、国内外から訪れる多くの者を魅了
・気候が変化に富み、中でも冷涼な気候は著名な避暑地の発展に寄与
・多様な気候を利用して、果樹、高原野菜など豊富な食材が生産
(２)信州暮らしが育んだ観光資源
・美しい農村景観、古の街道の街なみ、日々の暮らしの中で育まれた風習や食文化など、
その土地ならではの｢信州暮らし｣が各地で展開
・風土や歴史の中で民俗芸能や伝統行事が各地で個性的文化として育まれ、世代を越え
て現代に承継
・人口 10 万人当たりの博物館・美術館の数は全国第１位であり、県民や多くの観光旅
行者の知的欲求に対応

 (３)地理的優位性

・首都圏、中京圏から 200km 圏内に位置し、観光県としての地理的優位性を具備

・高速交通ネットワークの整備は大都市圏などからの移動時間を短縮

・平成 26 年度末に予定される北陸新幹線の金沢延伸により交流の可能性が拡大

 (４)今後の観光振興を進める上でのポテンシャル 

・広大な県土に豊富な観光資源、個性あふれる地域が多いことは、移動型の滞在観光を

進める上で活かすべきポテンシャル 

・｢全国トップレベルの健康長寿｣の要因といわれる、豊かな自然環境の中でのゆとりあ

る暮らし、県民の高い健康意識は、今後の観光振興を進める上で活かすべきポテンシ

ャル 

・二地域居住・移住先としての高い人気は、交流人口の拡大を図る上でのポテンシャル 

第４編 施策展開 

・観光振興を図る施策をわかりやすく体系化し、着実に取り組む。 

 

 

 

 

○ 計画策定の趣旨 
①長野県観光を持続的に振興していくための方策を明らかにするとともに、②県、市町村、

観光事業者、県民などが、適切な役割分担のもと、協働して取り組むための指針として策定 

 

○ 計画の位置づけ 
「新たな総合５か年計画」における観光関連施策

の個別計画としての位置づけ 

○ 計画の期間 
平成 25～29 年度 

（５か年間） 

 

１ 観光地域づくり 

・人材育成、組織の構築 

・連携・協働による観光

地域づくり 

５ 国内外からの誘客・交流の促進 

・国内外からの誘客の促進 

・ＭＩＣＥ等による交流の促進 

４ 観光の基盤づくり 

・自然環境、景観、高速交通網など観光の

基盤づくり 

・安全・安心の確保と利便性・快適性の向上 

２ 観光の高付加価値化 

・ブランド戦略による観光

資源の高付加価値化 

・ニューツーリズムの推進 

３ おもてなしの推進 

・県民意識の醸成と事業者 

の資質向上 

・おもてなし県民運動 

１ 長野県観光がめざす姿 
〔豊かな｢信州暮らし｣を楽しみ、発信〕 

・人口減少をはじめ観光を取り巻く環境が変化する中で、豊かな自然環境や優れた景観、伝統や文化など長野県の強みに裏打ちされた豊かな｢信州暮らし｣を県民一人ひとりが

誇りをもって楽しむとともに、新たな価値を創出し、おもてなしの心で発信する。 

〔地域全体で魅力を高める「観光地域づくり」〕 

・優れた資源を最大限に活用し、かつ広域連携により地域全体で観光地域づくりを進め、滞在時間を増加させることにより地域経済の活性化に寄与する。 

・観光産業、農林水産業、商工業など、幅広い事業者が連携し、新たな観光ニーズに対応することにより、交流人口を拡大する。 

〔「信州ブランド」を高め、国内外から選ばれる長野県へ〕 

・豊かな｢信州暮らし｣を世界に発信するとともに、観光旅行者の期待に応え続けることにより、長野県観光のブランド力を高め、選ばれ続ける観光県になることで、さらなる

観光振興に繋げる。 

 
２ 達成目標 
・計画の進捗を点検するため、達成目標の設定が必要 



第２次長野県教育振興基本計画策定に向けた提言の概要（学ぶちから・学校力専門委員会）

主な施策の方向性
教育を取り巻く社会の状況

経済・社会のグローバル
化

情報通信技術の発達

少子高齢化・人口減少

安心・安全

地域活力・地域資源の再
認識

⇒長野県の２０年後の年少
人口は２／３に減少
⇒生産年齢人口は３／４に
減少

提 言

⇒県内の製造業は外需依存型
で世界経済の影響を受けやす
い産業構造
⇒外国人宿泊者数が１０年前
の６倍に

⇒社会の仕組みや個人のﾗｲﾌｽ
ﾀｲﾙに変革をもたらす
⇒学校の普通教室のＬＡＮ整
備率等が９割に

⇒教育扶助の対象者が増加
　（１０人に１人）

子育て

⇒核家族化、地域のつながり
の希薄化などが課題に
⇒約半数の人が子育てに不安
や負担を感じている

⇒都市と農村の交流活動が増
加
⇒住民・ＮＰＯ・企業等の活
動形態・領域が拡大

財政

⇒県財政は国からの財源や借
金に大きく依存
⇒県の基金残高は残りわずか

基
本
的
な
方
針

主な施策の方向性

長野県教育スタンダードの設定と推進

(1)今後重視
すべき確か
な学力を高
めるための
取組

実社会で必要になる「知識・技能活用力と課
題探究力」、人間関係形成力等の「社会的・
汎用的能力」の着実な習得を推進する

学校教育の活力を確保し、子ど
もたち１人ひとりに教育の機会
と質を保証する

子どもたちの多様な能力を最大限伸ばす
教育を進めるとともに、学び合う集団形
成のための環境づくりを進める

(2)理数教
育・科学教
育、国際理解
教育の充実

(3)より魅力
的な高等学校
づくりに向け
た取組

(4)教育的効
果（汎用的
能力）を高
める身体的
運動

(5)学校力
を支える
ための取
組

確
か
な
学
力
の
伸
長

学
校
力
の
向
上 (6)学び合
う教員への
支援体制の
整備

(7)学校教
育を支える
市町村、地
域、保護者
等と県との
連携

個々の教員の能力と学校組織全体の力を最大
限発揮できるよう、教育環境の整備や、学
校、教員を支援する取組を進める

○長野県教育の質を向上するため、長野県教育の伝統や財産を
未来へ受け継ぎ、充実させる必要
○グローバル化、価値観が多様化する中で、長野県民としての
アイデンティティを育成する必要
○教育は、学校・家庭・地域・企業・行政等の連携が不可欠

１ 教育の機会と質の保証 ２ 確かな学力の保障 ３ 多様な能力を伸ばす教育と
    学び合う環境づくり

４ 学校力を高めるための支援

「知識・技能活用力
と課題探究力」、
「社会的・汎用的能
力」を育む授業と学
ぶ集団づくり

客観的データを基に
した授業改善・学習
評価、及び学習評価
としての高校入試の
改善

体験的活動による確
かな学力の伸長

授業と連動した家庭
学習の充実

○参加型授業等を推進し、「知識・技能活用力と課題探
究力」、人間関係形成力等の「社会的・汎用的能力」を
育成
○義務教育教員と高校教育教員の人事交流や授業交流、
情報交換により指導の連続性を確立

○「基礎的・基本的な知識・技能」と「知識・技能活用
力と課題探究力」を、より適切に評価できる高校入試へ
の改善
○全国学力・学習状況調査等の客観的データを活用した
授業改善の推進

○知識・技能活用力と課題探究力の習得にかかる学習の成
果を発表する場（機会）を提供

○体験的活動の教科学習等の結び付け（活動→活用→活
力）を意識した推進と、体験的活動の評価研究

○保護者と学校が連携し、家庭学習の環境改善と時間確
保を推進

社会とのつながりを
考慮した学習活動の
成果発表の場の創出

○小学校における理数系科目の指導力の高い教員の配置と、小・中・高校の間の教
育課程・方法の接続を考慮した研修の実施
○子どもたちの外国語コミュニケーション能力を育成する実践的な取組の充実

高校教育の質保証と
生徒数減少地域での
学力保障

個人の強みを伸ばす
教育の推進

○学力調査等を活用した社会的・汎用的な能力を保障する
仕組みづくりを推進
○生徒の少ない地域における市町村教育委員会と連携した
小・中・高等学校の一貫した学力向上策

○企業等と連携した体験的な学習や現場での長期実習を通
じた実践的な教育活動の実施
○特に普通科における、個人のキャリア・強みを探索する
活動を推進し、意欲と目的意識を育成

世界に貢献できる人
材の育成

○探究的な学習をする学科設置や、外国語によるコミュニ
ケーション能力の育成等による卓越性の伸長

幼児期からの運動習
慣・能力の形成

地域社会、市町村等
との連携による戸外
活動等の促進

○幼少期から連続した運動習慣づくりの促進と、運動の楽
しさを体感させる学校体育を充実

○まちづくりとしての子どもや大人のたまり場、戸外活動
の場づくりと指導人材の創出、活用の促進

基本的な前提条
件となる教員配
置

学校組織マネジメ
ント力を向上する
支援の充実

○小・中学校での１学級あたり３５人以下の学習環境の
維持
○小・中学校の小規模化に対応するための複数免許を保
有している教員の確保
○男女がともに働きやすい環境づくりによる女性が支障
なく管理職に登用される取組の推進

○中堅層のマネジメント能力向上やキャリアステージに
応じた研修の充実

管理職（校長等）
のリーダーシップ

○学校の課題に対する外部との連携等を含む取組・方針
の具体的な提示と保護者等への開示の徹底
○学校のグランドデザインを基にした県の組織的な支援

教員の多忙感の軽
減

校内研修、ＯＪＴ
研修への支援

○個々の教員のマネジメント意識を育成する研修や対応の
マニュアル化
○校内研修への出前型の講座や学校のニーズに応じた講師
を派遣する研修（授業力向上研修等）の充実

○子どもを中心にした授業スキル向上研修や指導主事等に
よる講座（模擬授業）等の校内研修やＯＪＴ研修の支援

地域全体での教科
研修の推進

○教員全体の教科の指導力レベル向上を図る地域全体での
教科研修

共有できる目標
の設定と客観的
データの把握、
連携の担い手と
なる人材の確保

地域と共にある学
校、地域人材によ
る支援体制等の推
進

○学校、市町村、県等が共有できる目標設定
○学校、市町村、県の間をつなぎ連携を担う人材の確保や
課題等の共有化、自主研究組織との連携の促進
○教育の成果指標として、学習意欲、自尊感情、将来への
希望等の把握が必要

○学校からの情報発信の充実や関係者による熟議で意識
の共有化を図る視点での学校サポートの推進

学校組織の機能的
なネットワークづ
くり

○人口減少に対応するため学校の機能・活力に着目した
ネットワークづくりと、長期的な課題としての学校のあ
り方の検討

専門家等による学
校支援の充実

○スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー
等の専門家の配置の充実
○関係機関の連携による家庭へのサポート体制の整備

教員の指導用材料
や情報の提供、指
導技術等の共有化

○教員への情報提供の充実、教材や外部人材のデータ
ベース化、ＩＣＴ環境整備、土曜日の活用検討等、新た
な指導内容や課題等へ対応するための支援

＜提言の趣旨＞

子どもたちの確かな学力の育成
とそれを支える学校力の充実に向
けて、長野県の学校教育が目指
すべき施策の方向性について提
言している。

スタンダード設定の視点
○長野県の特色（ポテンシャル）を活かした教育
○長野県民としてのアイデンティティを育む教育
○すぐれた教育水準

教育総務課

○長野県ならではの教育で県民が共有できる教育目
標や条件整備、教育活動をパッケージ化して、「長
野県教育スタンダード」として作成することを提案
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